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（注）１　「計画の区分」は設置時の基本計画書「計画の区分」と同様に記載してください。

　　　２　大学院の場合は、表題を「○○大学大学院　・・・」と記入してください。

　　　　　設置時から対象学部等の名称変更があった場合には，表題には設置時の旧名称を記載し，その下欄に

　　　　　（　　）書きにて，現在の名称を記載してください。

　　　　　例）　○○大学　△△学部

　　　　　　　　　　　　（□□学部（平成◇◇年度より変更））

　　　　　表題は「計画の区分」に従い、記入してください。

　　　　　例）

　　　　　・学部の設置の場合：「○○大学　△△学部」

　　　　　・学部の学科の設置の場合：「○○大学　△△学部　□□学科」

　　　　　・大学院の研究科の設置の場合：「○○大学大学院　○○研究科」

　　　　　・通信教育課程の開設の場合：「○○大学　△△学部　□□学科（通信教育課程）」

　　　　　※「留意事項実施状況報告書」の場合は，表題を修正してください。

　　　３　大学番号の欄については、平成２７年３月３０日付事務連絡「大学等の設置に係る設置計画履行状況

　　　　　報告書等の提出について（依頼）」の別紙に記載のある大学番号を記載してください。
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　　　〒８１４－８５１１
　　　　福岡県福岡市早良区西新六丁目２番９２号

設　置　時 変　更　状　況 備　　　考

( テラゾノ　ヨシキ ) （ヨシダシゲオ）　（ｷﾞｬｰﾘ ｳｴｲﾝ ﾊﾞｰｸﾚｰ）

寺　園　喜　基 吉田　茂生　ｷﾞｬｰﾘ ｳｴｲﾝ ﾊﾞｰｸﾚｰ

( 平成21年3月 ) （平成24年3月）　（平成27年3月）

( ギャーリ ウェイン バークレー ) ( カレン ジュン シャフナー )

ギャーリ ウェイン バークレー カレン ジュン シャフナー

 (平成18年12月 )  (平成26年12月 )

( イソ　　ノゾミ ) （ノグチユキヒロ）　（タシロユウイチ）　（ナカムラナラエ）
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( 平成21年7月 ) （平成23年7月）　（平成25年4月）　（平成27年4月）

（３） 大学の位置

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　学　校　法　人　　　西　南　学　院

（２） 大　学　名
　　　　西　 南　 学　 院　 大　 学

学　　長
任期満了による交代
平成26年12月15日(27)

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合，本部の位置を（　）書きで記入してください。

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には，複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　　ください。

（４） 管理運営組織

職　　名

理 事 長

任期満了による交代
平成24年3月19日(24)
任期満了による交代
平成27年3月19日(27)

学 部 長

任期満了による交代
平成23年7月1日(24)
任期満了による交代
平成25年4月1日(25)
任期満了による交代
平成27年4月1日(27)

学科長等

　　　　された記載があれば，そこに赤字で見え消し修正）するとともに，上記と同様に，「備考」に変更理由等を

　　　　記入してください。

　　　・大学院の場合には，「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

（注）・「変更状況」は，変更があった場合に記入し，併せて「備考」に変更の理由と変更年月日，報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　（例）平成２５年度に報告済の内容　→（25）

　　　　　　平成２７年度に報告する内容　→（27）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば，「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告



　　　に報告書を作成してください。

人間科学部
　　　心理学科

　　学士（心理学）

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

100人 0人 100人 0人 100人 人 100人 人

1,033 - 1,437 - 1,145 - 1,173 -

(　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　1　) (　-　)

[ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ 1 ] [ - ] [ - ] [ - ]

1,022 - 1,384 - 1,111 - 1,134 -

(　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　1　) (　-　)

[ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ 1 ] [ - ] [ - ] [ - ]

328 - 371 - 421 - 412 -

(　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　1　) (　-　)

[ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ 1 ] [ - ] [ - ] [ - ]

137 - 87 - 125 - 108 -

(　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　1　) (　-　)

[ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ 1 ] [ - ] [ - ] [ - ]

入学定員超過率
Ｂ／Ａ

　　　　「－」を記入してください。

　　　・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

　　　　ください。

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については，各年度の春季入学とその他を合計した入学定員，入学者数で算出して

　　　　ください。なお，計算の際は小数点以下第３位を切り捨て，小数点第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には，開設年度から提出年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　なお，計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。

　　　・　「開設年度から提出年度までの平均入学定員超過率」は，完成年度を越えて報告書を提出する大学（「改善

　　　　意見等対応状況報告書」を提出する大学）のみ記入してください。「設置計画履行状況等報告書」の場合は

　（５）－①　調査対象学部等の名称，定員

調査対象学部等の
名称（学位）

設 置 時 の 計 画
備　　　　　考

修業年限 入学定員 編入学定員 収容定員

（５）　調査対象学部等の名称，定員，入学者の状況等

（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等，定員を定めている組織ごとに記入してください（入試
　　　　区分ごとではありません）。
　　　・　様式は，平成２４年度開設の４年制の学科の場合（平成２７年度までの４年間）ですが，開設年度・
        修業年限に合わせて作成してください。（修業年限が３年以下の場合には欄を削除し，５年以上の場合
　　　　には，欄を設けてください。）

年 人 年次 人
人

4 100 ― 400

（注）・定員を変更した場合は，「備考」に変更前の人数，変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。
　　　・学生募集停止を予定している場合は、「備考」にその旨記載してください。

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度
平均入学定員

超 過 率

開設年度から
提出年度まで
の平均入学定

員超過率

備　　考

受験者数

合格者数

Ｂ　 入学者数

1.37 0.87 1.25

(　　 　)

[ 　-　 ] [ 　-　 ] [ 　　　 ] [ 　　　 ]

志願者数

Ａ　 入学定員
100 100 100

( 　- 　) ( 　- 　) (　　 　)

1.08

（注）・　数字は，平成２７年５月１日現在の数字を記入してください。　

　　　・　（　 ）内には，編入学の状況について外数で記入してください。なお，編入学を複数年次で行って

　　　　いる場合には，((  ))書きとするなどし，その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年には

　　　　「－」を記入してください。

1.14倍 ‐倍



対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

[　-　] [　-　] [　-　] [　-　] [　1　] [　 　] [　-　] [　 　]

137 - 87 - 125 108

[　-　] [　-　] [　-　] [　 　] [　1　] [　 　]

136 - 87 125

[　-　] [　 　] [　-　] [　 　]

134 88

[　-　] [　 　]

132

　　　　ください。

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「計」については，各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数，留学生数を記入してください。

　　　・　（　）内には，留年者の状況について，内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してくだ

　　　　　さい。

平成２７年度
備　　　　　考

１年次

２年次

３年次

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況

４年次

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

（注）・　数字は，平成２７年５月１日現在の数字を記入してください。　

　　　・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

計
[　　-　 　] [　　-　 　] [　　1　 　] [　　1　 　]

137 223 346 453



　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

退学した年度

平成２４年度 1 人 0 人 他の教育機関への入学（1人）

平成２５年度 2 人 0 人
他の教育機関への入学（1人）
除籍(1人)

平成２６年度 2 人 0 人
学生個人の心身に関する事情（1人）
進路変更（1人）

平成２７年度 0 人 0 人

平成２５年度 0 人 0 人

平成２６年度 0 人 0 人

平成２７年度 0 人 0 人

平成２６年度 0 人 0 人

平成２７年度 0 人 0 人

108 人 0 人 平成２７年度 0 人 0 人 0 ％

457 人 5 人 1.1 ％

入学者数に
対する退学者数

の割合
（a/b）

退学者数（内訳）

退学者数
退学者数の
うち留学生数

　　区　分

 対象年度

入学者数（b） 退学者数（a） 主な退学理由

％

平成２５年度
入学者

87 人 0 人 0 ％

平成２４年度
入学者

137 人 5 人 3.6

（注）・　数字は，平成２７年５月１日現在の数字を記入してください。　

平成２６年度
入学者

125 人 0 人 0 ％

平成２７年度
入学者

合　　計

　　　　　　　　　　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　　　・　各年度の入学者数については，該当年度当初に入学した人数を記入してください。（途中で退学者がいた場合でも、その退学者数を減らす必要は

　　　　　ありません。）

　　　・　各年度の退学者数については，退学年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数の内数を記入してください。

　 ・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる「留学ビザ」）

　　により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）及び我が国の大学に入学するための

　　準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を記入してください。

　　　・短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　「入学者数に対する退学者数の割合」は，【当該対象年度の入学者のうち，平成２７年度５月１日現在までに退学した学生数の合計】を，

　　　　【当該対象年度の入学者数】で除した割合（％）を記入してください。その際，小数点以下第２位を四捨五入し，小数点以下第１位までを記入してください。

　　　・　「主な退学理由」は，下の項目を参考に記入してください。その際，「就学意欲の低下（○人）」というように，その人数も含めて記入してください。

　　　　　　（記入項目例）・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学



２　授業科目の概要

＜人間科学部　心理学科＞

（１） 授業科目表

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

2

1

5 1 2

1 前 2 4 2 1 担当者追加（25）

6 3 2

1 後 2 5 2 3 講師１名准教授へ昇格（26）

6 3 2

3 前 2 5 2 3 講師１名准教授へ昇格（26）

6 3 2

3 後 2 5 2 3 講師１名准教授へ昇格（26）

1

6 3 2

4 前 2 5 2 3 講師１名准教授へ昇格（26）

1

6 3 2

4 後 2 5 2 3 講師１名准教授へ昇格（26）

1

6 3 2 講師１名准教授へ昇格（26）

4 通 4 5 2 3 集中

1

6 3 2 講師１名准教授へ昇格（26）

4 通 4 5 2 3 集中

3 前 2 1

1
担当者が国内研究終了のた
めオムニバス形式ではなく１
名で担当（26）

2

1 後 2 1

2 前 2 1 1 兼1 担当者(兼任准教授1名)追加(27)

2 後 2 1

2 前 2 1 1 准教授１名教授へ昇格（27）

1 後 2 1 1 1 講師１名准教授へ昇格（26）

講師１名准教授へ昇格（27）

1 後 配当期の変更（26）

1 前 2 1 1 1
担当者が前期国内研究のた
め担当者変更(25)

2 前 2 1 1 講師１名准教授へ昇格（27）

講師１名准教授へ昇格（27）

3 前 2 1 1 1
担当割変更により担当者を追
加（26）

Ⅰ
専
攻
科
目

（
2

）
研
究
法
に
関
す
る
科
目

心理学研究法入門

心理学研究法各論Ⅰ

心理学研究法各論Ⅱ

心理学研究法各論Ⅲ

心理学測定法

心理データ解析基礎

心理データ解析応用

心理データ解析発展

演習Ⅰ(B)

准教授1名教授へ、講師1名
准教授へ昇格(27)

演習Ⅱ(A)

准教授1名教授へ、講師1名
准教授へ昇格(27)

演習Ⅱ(B)

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 専任教員等の配置

備考

准教授1名教授へ昇格。担当
者(講師1名)追加(27)

担当者変更のため講師1名担
当しない。（26）※昨年度修正
が漏れていたため記載。

1
基
礎
専
攻
科
目

（
1

）
演
習
・
卒
業
論
文
に
関
す
る
科
目

基礎演習Ⅰ

准教授1名教授へ、講師1名
准教授へ昇格。担当者(講師1
名)追加(27)

基礎演習Ⅱ

准教授1名教授へ、講師1名
准教授へ昇格。担当者(講師1
名)追加(27)

演習Ⅰ(A)

准教授1名教授へ、講師1名
准教授へ昇格(27)

卒業研究A

准教授1名教授へ、講師1名
准教授へ昇格(27)

卒業研究B

プレゼンテーション法

担当者が前期国内研究のた
めオムニバス形式（2名）で開
講（25）

准教授1名教授へ、講師1名
准教授へ昇格。担当者(講師1
名)追加(27)



4

3

4 2 1

2 前 2 3 1 1 担当者追加（25）

3

2 1 講師１名准教授へ昇格（26）

2 後 2 3 1 2

2 前 2 1 1 講師１名准教授へ昇格（26）

3 3 1 講師１名准教授へ昇格（26）

2 前 1 2 2 2

2 後 2

3 前 1 1 1

2

3 前 1 1 1 准教授1名教授へ昇格(27)

2

3 後 1 1 1 准教授1名教授へ昇格(27)

3 前 1 1 1 1 講師1名准教授へ昇格(27)

2 1 講師１名准教授へ昇格（26）

2 2 担当者追加（25）

1 前 2 1 1 1

3 1

1 後 2 1 2

1 前 担当者の前期国内研究終了のため（26）

1 後 担当者が前期国内研究のため(25)

1 前 2 1

2 前 2 1

1

担当者が国内研究終了のためオ
ムニバス形式ではなく１名で担当
（26）

2 担当者が前期国内研究のため

1 後 2 1 オムニバス形式（2名）で開講（25）

2 前 2 1 1 1 講師１名准教授へ昇格（27）

2 前 2 1 1 講師１名准教授へ昇格（26）

6 1

1 後 2 5 1 2 オムニバス

1 後 2 1 1 担当者(講師1名)追加(27)

3 前 2 兼1
講師から准教授に昇格(26)※
昨年度修正が漏れていたた
め記載。

2 後

2 後 2 兼1 少人数受講者のため（25）

2 後 2 1 1 担当者追加（25）

3 後 2 1

Ⅰ
専
攻
科
目

2
応
用
専
攻
科
目

（
1

）
認
知
領
域

知覚心理学

担当者変更(兼任准教授から
兼任教授へ)。通常開講(27)未開講

神経心理学

担当割変更により教授1名担
当しない。(26)※昨年度修正
が漏れていたため記載。

認知心理学Ⅱ

感情心理学

准教授1名教授へ、講師1名
准教授へ昇格。担当者(准教
授1名)変更(27)

（
4

）
基
礎
専
門
に

関
す
る
科
目

心理学Ⅰ

准教授1名教授へ昇格。担当
者(教授1名)追加(27)心理学Ⅱ

心理学史

認知心理学Ⅰ

教育心理学Ⅰ

社会心理学

発達心理学Ⅰ

准教授1名教授へ、講師1名
准教授へ昇格(27)

文化心理学

臨床心理学

准教授1名教授へ、講師1名
准教授へ昇格。担当者(講師1
名)追加(27)

（
3

）

実
験
・
実
習
に

関
す
る
科
目

心理学基礎実験

配当期の変更。担当割変更
のため講師1名担当しない(27)

講師１名准教授へ昇格、講師
1名追加（26）心理学応用実験

心理検査実習

心理面接実習

心理調査実習

心理学外書講読

研究情報収集法

（
2

）
研
究
法
に
関
す
る
科
目

准教授1名教授へ昇格、担当
者(准教授1名、講師1名)追加
(27)

心理学文献講読

講師1名准教授へ昇格、担当
者(講師1名)追加(27)

担当割変更により教授1名担
当しない。※昨年度修正が漏
れていたため記載。講師１名
准教授へ昇格（26）

1
基
礎
専
攻
科
目



2 前 2 兼1

3 前 2 1

2 後 2 1 1 講師１名准教授へ昇格（26）

教育心理学Ⅱ 3 前 2 兼1

2 後 2 兼1

2 前 2 兼1 集中（25）

2 後 2 1 1 講師1名准教授へ昇格(27)

2 前 担当者の前期国内研究終了のため（26）

2 後 担当者が前期国内研究のため（25）

2 前 2 1

3 前 2 1

3 後 2 1 1 講師1名准教授へ昇格(27)

3 前 2 1 1 講師1名准教授へ昇格(27)

3 後 2 兼1

3 後 2 1 兼1
講師から教授へ昇格、集中
（26）※昨年度修正が漏れて
いたため記載。

2 前 2 1

3 前 2 1

2 後 2 1 1 准教授1名教授へ昇格(27)

2

4 前 1 1 1 准教授1名教授へ昇格(27)

3 後 配当期の変更（26）

3 前 2 兼1

2 後 2 1

3 後 2 兼1

日本人の心理 3 前 2 1

3 後 2 1

2 後 2 1 1 准教授1名教授へ昇格(27)

2 後 2 1

6 3 2

33 89 0 5 2 3 0 0 兼10

3 前 2 兼1

2 前 2
兼1

2年次(H25）開講、担当変更
（24）

3 後 2 兼1

隔年開講のため(27)

3 後 2 兼1 配当期の変更（26）

3 前

3 後 通常開講。配当期の変更(27)

担当者の都合により(26)

3 前 2 兼1

1 後 2 兼３ オムニバス

兼1

国際共生とNGO 1 後 2 兼2 オムニバス
担当辞退に伴いオムニバス形
式でなくなった（24）

3 後 配当期の変更（26）

-

Ⅱ
関
連
科
目

芸術療法

精神医学Ⅰ

障害児教育論

未開講

教育哲学

近代教育史

生命倫理学

Ⅰ
専
攻
科
目

2
応
用
専
攻
科
目

（
2

）

教
育
・

発
達
領
域

発達心理学Ⅱ

産業組織心理学

（
5

）

文
化
・

環
境
領
域

環境心理学

コミュニティ心理学

スポーツ心理学

小計（62科目）

消費者行動心理学

担当者変更(兼任教授から専
任講師へ)(27)

産業カウンセリング心理学

（
4

）
臨
床
領
域

人格心理学

心理療法

臨床カウンセリング心理学

カウンセリング実習

児童臨床心理学

障害児者心理学

犯罪心理学

Ⅰ
専
攻
科
目

担当者変更（兼任教授から兼
任准教授へ）(26)※昨年度修
正が漏れていたため記載。

担当者変更(兼任助教から兼
任講師へ)(27)

担当者変更（兼任教授から兼
任助教へ）(26)※昨年度修正
が漏れていたため記載。老年心理学

家族心理学

（
3

）
社
会
・

産
業
領
域

集団力学

コミュニケーション心理学

対人関係心理学

社会的影響の心理学

担当者変更(兼任教授から兼
任講師へ)(27)

2
応
用
専
攻
科
目

（
1

）
認
知
領
域

学習心理学

実験心理学

※昨年度修正が漏れていた
ため記載。

未開講



3 前 2 兼1

兼４ 退職により３名辞退（26）

1
前
後

2 兼７

兼３ 退職により１名辞退（26）

1
前
後

2 兼4

兼４ 退職により１名辞退（26）

兼5

情報処理応用ⅠB 1
前
後

2 兼3

兼3

1 後 兼2

2 前

情報処理応用ⅠC 1 後 2 兼1 配当年次変更（1年次を2年次
に変更）のため開講しない
（24）

1 後 2 兼1
担当割変更により担当者変更
（26）

1

2 前

情報処理応用ⅠE 1 後 2
兼1

配当年次変更（1年次を2年次
に変更）のため開講しない
（24）

1
前
後

2 兼9
科目の見直し検討中のため
開講しない（24）

1 通 4 兼1

0 34 0 0 0 0 0 0 兼22 -

兼7
担当割変更により担当者を追
加（26）

兼6

兼4

キリスト教学Ⅰ 1 前 2 兼3 担当割変更により担当者を1
名追加（24）

兼6 担当者2名追加(27)

兼4

2 後 2 兼3

兼3 担当者1名追加(27)

兼2

3 前 2 兼1

兼3 担当者1名追加(27)

兼2

3 後 2 兼1

兼17

1 兼16

配当期の変更。担当割変更に
より担当者変更（専任教授1名
追加、兼1名定年退職により
辞退、兼4名追加）（26）

1 後

兼13 担当割変更により担当者変更
（1名は定年退職により辞退、
1名は在外研究のため担当し
ない、1名を追加）（25）

西南学院史 1 前 2 兼11 オムニバス
担当割変更により担当者変更
（3名追加）、担当する兼担准
教授が教授へ昇格
(H24年4月)（24）

Ⅲ
共
通
科
目

担当割変更により担当者を追
加（25）

(
1

)

ｷ
ﾘ
ｽ
ﾄ

教
学

担当割変更により担当者を変
更（1名は定年退職により辞
退、2名追加（25）キリスト教学Ⅱ

担当割変更により担当者変更
（１名追加、１名担当者変更）
（26）キリスト教人間学A

担当割変更により担当者を追
加（26）キリスト教人間学B

担当者変更（専任教授1名追
加。専任教授1名担当しない）
兼担助教が兼任准教授へ(27)

(

2

)

人
文
科
学

配当年次変更（2年次を1年次
に変更）開講、担当者変更
（25）

担当者変更(1名辞退、1名追
加)(27)

情報処理応用ⅠD

配当年次変更（2年次を1年次
に変更）開講（25）

情報処理応用Ⅱ

担当者変更(1名辞退、1名追
加)(27)情報処理応用Ⅲ

精神保健福祉論Ⅰ

情報活用基礎

情報処理応用ⅠA

担当者変更(2名辞退、2名追
加)(27)

担当割変更により担当者を2
名追加（24）

配当期の変更、担当割変更に
より担当者を追加（26）

Ⅱ
関
連
科
目

小計（16科目） -



兼4 担当者1名追加(27)
1 通 4 兼3 担当する兼担講師が准教授

へ昇格（H23年10月）（24）

1 通 4 兼1 担当者変更（24）

1 通 4 兼1

兼9
1部ｵﾑﾆﾊﾞｽ形式。担当者4名
追加(27)

兼5 担当者変更（25）

日本史学 1 通 4 兼6 担当割変更により担当者変更
(1名辞退、1名担当者変更）
（24）

兼2 担当者１名辞退(27)

1 通 4 兼3

1 通 4 兼3

兼1

美術史 1 通 4 兼2 オムニバス
担当辞退に伴いオムニバス形
式でなくなった（24）

兼5 担当者3名辞退(27)

兼7

兼5

日本文学 1 通 4 兼4 担当割変更により担当者変更
(1名追加、1名担当者変更)
（24）

担当者変更（27）

1 前 2 兼3 担当者変更（25）

担当者変更（27）

1 後 2 兼3 担当者変更（25）

兼1 担当者1名辞退(27)

中国文学 1 通 4 兼2 担当者変更（25）
オムニバス
オムニバス形式でなく個別に
担当することに変更した（24）

1 通 4 兼1

兼3 担当者変更（1名辞退）（25）

1 通 4 兼4 担当割変更（24）

1 通

1
1
前
後

4 兼2

兼3

社会学Ⅰ
社会学Ⅱ

1
1
前
後

2
2

兼４
担当割変更により担当者を2
名追加（26）

1 通 4 兼2 担当者1名は配当年次を変更
(1年次を2年次に変更)（24）

担当者変更(27)

3

2 通

政治学 1 通 4 兼1 配当年次変更(1年次から2年
次に変更）のため開講しない
（24）

1 通

国際関係論 1 前 4 兼1 学期変更(24)

1 通 4 兼1

2 通 2 兼1 集中

2 通 2 兼1 集中

1 前 2 兼1 定年退職により担当者変更(27)

1 後 2 兼1 定年退職により担当者変更(27)

1 前 2 兼1

兼2

Ⅲ
共
通
科
目

(

4

)

自
然
科
学

数学入門Ⅰ

数学入門Ⅱ

情報数学Ⅰ

経済学

科目名称及び学期の変更。担
当者1名辞退(27)

社会学

配当年次変更（2年から3年次
に変更）のため開講しない
（25）

未開講 担当者が担当できなくなった
ため開講しない（25）

地理学概論

人権問題論

同和問題論

Ⅲ
共
通
科
目

(

2

)

人
文
科
学

哲学

倫理学

論理学

東洋史学

担当者変更(1名辞退、1名追
加)(27)西洋史学

担当割変更により担当者変更
（退職により１名辞退、3名追
加）（26）

西洋文学A

西洋文学B

音楽史

(

3

)

社
会
科
学

法学（日本国憲法２単位を含む。）

配当期表記誤りのため修正
(27)



1 後 2 兼1 担当者追加（27）

1 前 2 兼1

1 後 2 兼1

1 前 2 兼1

1 後 2 兼1

1 前 2 兼2

1 後 2 兼2

担当者変更(27)

1 前 2 兼2 担当者変更（25）

担当者変更(27)

1 後 2 兼2
担当者変更（25）
担当者変更（24）

1 前 2 兼5
担当割変更により１名担当者
変更。1クラスはオムニバス形
式に変更（26）

兼6
担当者変更により１名担当者
変更（26）

兼5 担当者追加（25）

生命科学Ⅱ 1 後 2 兼7 2名担当辞退（24）

1 前 2 兼2 オムニバス

1 後 2 兼2 オムニバス

1 前 2 兼2 オムニバス

1 後 2 兼2 オムニバス

1 兼１ 定年退職により１名辞退（26）

スポーツ理論Ⅰ 1
1
前
後

1 兼2 担当割変更により専任講師1
名を追加（24）

1 兼１ 定年退職により１名辞退（26）

スポーツ理論Ⅱ 1
1
前
後

1 兼2 担当割変更により専任講師１
名を追加（24）

1

兼6
担当者変更により担当者変更
（定年退職により１名辞退、1
名追加）（26）

スポーツ実習Ⅰ 1 前 1 兼4

担当割変更により担当者変更
(専任講師1名追加、兼担准教
授1名追加、兼任講師1名追
加）（24）

1

兼5 定年退職により１名辞退（26）

兼6

2 後 1 兼4

2 前

兼4
配当期の変更。担当割変更に
より担当者変更（定年退職に
より１名辞退、1名追加）（26）

2 後 1 兼3
担当割変更により担当者1名
追加（25）

担当割変更により専任講師1
名追加（26）

1 通 1 1 兼1 集中

兼65

兼61

兼49

兼47

担当割変更により担当者変更
4名辞退（含、定年退職1名）。
8名追加。兼任講師1名兼担
助教に就任。兼任准教授が教
授に昇任（27）

担当割変更により担当者変更
5名辞退（含、退職２名）。17名
追加。兼任講師1名助教に就
任（26）

Ⅲ
共
通
科
目

(

6

)

外
国
語

担当割変更により担当者変更
（7名追加、5名辞退）（25）

担当割変更により専任講師１
名を追加。兼任講師1名准教
授に昇格（27）

担当割変更により担当者2名
追加（25）スポーツ実習Ⅱ

スポーツ実習Ⅲ

スポーツ実習Ⅳ

担当者変更（定年退職により1
名辞退、1名追加）(27)

情報数学Ⅱ

物理学入門Ⅰ

物理学入門Ⅱ

生活の化学Ⅰ

生活の化学Ⅱ

地球科学Ⅰ

自然科学概論Ⅱ

環境の科学Ⅰ

Ⅲ
共
通
科
目

(

4

)

自
然
科
学

地球科学Ⅱ

環境地理Ⅰ

環境地理Ⅱ

生命科学Ⅰ

自然科学概論Ⅰ

環境の科学Ⅱ

(

5

)

ス
ポ
ー

ツ
科
学



英語 1・2 前
後

1

兼5

兼３ 定年退職により1名辞退（26）

兼4

フランス語初級Ⅰ 1 通 2 兼2 担当割変更により担当者を2
名追加(24)

兼6

兼5

兼4

フランス語初級Ⅱ 1 通 2 兼2 担当割変更により担当者を2
名追加、1クラスはオムニバス
形式に変更（24）

兼3 担当者1名辞退(27)

兼4

2 通 2 兼3

兼3 担当者1名辞退(27)

兼４
担当割変更により担当者を2
名追加（26）

3 通 2 兼2 オムニバス

兼2

兼1

ドイツ語初級Ⅰ 1 通 2 兼2 1名担当辞退（24）

1 通 2 兼2 担当割変更（24）

2 通 2 兼2

3 通 2 兼1

受講者がいないため開講しな
い（25）

1 通 2 兼1
受講者がいないため開講しな
い（24）

1 通 2 兼1

受講者がいないため開講しな
い（25）

1 通 2 兼1
受講者がいないため開講しな
い（24）

2 通 2 兼1

兼2 退職により１名辞退（26）

兼3

兼2

1 通 2 兼1 担当割変更により担当者１名
を追加（24）

兼2

1 通 2 兼1

2 通 2 兼1

3 通 2 兼1
3年次（H26）開講、担当者変
更（25）

担当者変更（27）

担当者変更（25）

兼1 科目名称変更（24）

担当者変更（27）

担当者変更（25）

日本語Ⅰ

韓国語初級Ⅱ

1 通 2

中国語初級Ⅰ

担当割変更により担当者１名
を追加（25）

中国語初級Ⅱ

中国語中級

中国語上級

韓国語初級Ⅰ

1 通 2韓国語Ⅰ

ドイツ語初級Ⅱ

ドイツ語中級
Ⅲ
共
通
科
目

(

6

)

外
国
語

兼44 担当割変更により担当者変更
(5名追加）、2名担当辞退、担
当する兼担講師（2名）が准教
授へ昇格（24年4月）、担当す
る兼任准教授（3名）が教授へ
昇格（24年4月）、担当する兼
任講師（2名）が准教授へ昇格
（24年4月）（24）

担当者2名追加。1ｸﾗｽはｵﾑﾆ
ﾊﾞｽ形式に変更(27)

担当者変更(1名辞退、2名追
加)(27)

担当割変更により担当者を追
加、授業形式変更によりオム
ニバス形式ではなくなった
（26）

日本語Ⅱ

未開講

不開講

日本語Ⅲ

日本語Ⅳ

担当割変更により担当者１名
を追加（25）

未開講 受講者がいないため開講しな
い（26）ドイツ語上級

未開講

不開講

担当割変更により担当者を1
名追加、1クラスはオムニバス
形式に変更（25）フランス語中級

フランス語上級

担当割変更により担当者を1
名追加（25）



兼1 科目名称変更（24）

2年次開講（25）

2 通 2 兼1 科目追加(24)

3 通 兼1 通常開講。担当者1名配置(27)

受講者がいないため開講しな
い（26）

3 通 2 追加科目（25）

1 通 2 兼1 担当者変更（24）

1 通 2 兼1

前 配当期の変更（25）

1 通 1 兼3 科目追加(24)

後 配当期の変更（25）

1 通 1 兼3 科目追加(24)

前
2年次開講、配当期の変更
（25）

2 通 1 兼1 科目追加(24)

後
2年次開講、配当期の変更
（25）

2 通 1 兼1 科目追加(24)

兼186

小計（77科目） 兼183

167 1 兼160

165 1 兼153
6 159 0 0 0 0 0 0 兼143

兼215
合計（155科目） 兼214

289 兼191

287 6 3 2 兼183
39 282 0 5 2 3 0 0 兼172

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても記入してください。

合計（154科目）

合計（153科目）
-

合計（148科目） －

　　　　で，前年度報告時（平成２７年度に認可された大学等は設置認可時）より変更されているものは赤字見え消し

　　　　修正し，「備考」に赤字で理由・変更年月等を記入してください。

　　　　　なお，昨年度の報告書において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・  兼任，兼担の教員が担当する授業科目については，備考欄に担当する教員数を「兼○」と記入してください。

　　　・  授業科目を追加又は内容を変更する場合で，専任教員が担当するため教員審査が必要なものについては，

　　　　「専任教員採用等設置計画変更書」の審査予定年月等を「備考」に記入してください。（今後審査を受ける場合

　　　　には，「平成○年○月　提出予定」と記入してください。）

-
小計（70科目） －

（注）・  認可申請書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・  設置認可時の授業科目全て（兼任，兼担教員が担当する科目を含む。）を黒字で記載してください。その上

　　　・  「配当年次」について，設置認可申請時に開講時期を記入する必要がなかった学部等（平成１９年度認可

　　　　以前）についても，設置認可時の状況を黒字で記入してください。また，前年度報告時より修正があれば，

　　　　赤字で見え消し修正をしてください。

未開講

韓国語上級

Ⅲ
共
通
科
目

(

6

)

外
国
語

ロシア語

スペイン語

イタリア語初級Ａ

イタリア語初級Ｂ

イタリア語中級Ａ

イタリア語中級Ｂ

小計（76科目）

小計（75科目）

1 通 2韓国語Ⅱ

韓国語中級

Ⅲ
共
通
科
目

(

6

)

外
国
語



（２） 授業科目数

必　修 選　択 自　由 計 必　修 選　択 自　由 計

科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目

21 127 0 148 21 134 0 155

[　0　] [　7　] [　0　] [　7　]

番号 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

1 情報処理応用Ⅱ 2
　　前
　1
　　後

一般 選択

2 4  1 通 一般 選択

3 2 3後 一般 選択

　　　　いる授業科目について記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

番号 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１ 　該当なし

２

３

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て，小数点第２位までを記入してください。

（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

未開講科目と廃止科目の計
＝ 0.02

設置時の計画の授業科目数の計

　　　　知方法」を記入してください。

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

・番号１は、情報活用基礎、情報処理応用ⅠＡ～ⅠＥ及び情報処理応用Ⅲの中から履修するよう指導しており、支障は
ない。
・番号２は、多数の共通科目を開講しており、特に支障はない。
・番号３は、希望者が少数のため、毎年度開講の場合は閉講となる可能性があるため（本学では受講者が５名未満の場
合は原則閉講としているため）

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周

（注）・　設置時の計画にあり，何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して
　　　　ください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

　　　・　教職大学院の場合は，「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

国際関係論
担当者が担当できなくなったため開講しな
い。

教育哲学 希望者が少数のため隔年開講

（４） 廃止科目

授業科目名 廃止の理由，代替措置の有無

（注）・　設置時の計画にあった授業科目が配当年次に達しているにも関わらず，何らかの理由で未開講となって

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については，記入しないでください。

　　　・　教職大学院の場合は，「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

科目の見直しを検討しているため、当面は開
講しない。

設　置　時　の　計　画 変　　更　　状　　況
備　　　　　　　　考

（３） 未開講科目

授業科目名 未開講の理由，代替措置の有無

（注）・未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに，［　］内に，届出時の計画からの増減を
　　　記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）
　　　・資格に関する課程など，別課程としている授業科目については算入する必要はありません。



備考

計

60,740〔18,984〕　 940〔354〕　

(171〔171〕)
(169〔169〕)
(165〔165〕)
(153〔153〕)
(65〔65〕)

2,329
759
641
1,712

24
22
29

(62,882〔20,047〕)
(61,434〔19,045〕)
(59,570〔18,631〕)
(56,979〔17,902〕)
(56,740〔17,784〕)

(1,025〔366〕)
(999〔360〕)
(976〔355〕)
(928〔352〕)
(920〔346〕)

(171〔171〕)
(169〔169〕)
(165〔165〕)
(153〔153〕)
(65〔65〕)

(2,260)
(2,244)
(2,138)
(2,046)
(2,049)

（694）
（1,675）

（22）
(29)

点 点

人間科学部
心理学科

60,740〔18,984〕　 940〔354〕　

171〔171〕
169〔169〕
165〔165〕
153〔153〕
65〔65〕

2,329
759
641
1,712

24
22
29

(62,882〔20,047〕)
(61,434〔19,045〕)
(59,570〔18,631〕)
(56,979〔17,902〕)
(56,740〔17,784〕)

(1,025〔366〕)
(999〔360〕)
(976〔355〕)
(928〔352〕)
(920〔346〕)

(171〔171〕)
(169〔169〕)
(165〔165〕)
(153〔153〕)
(65〔65〕)

(2,260)
(2,244)
(2,138)
(2,046)
(2,049)

（694）
(1,675)

（22）
(29)

(３) 教　　室　　等

講　義　室 演　習　室 実験実習室 情報処理学習施設 語学学習施設

機械・器具 標　　本

大学全体
での共用分
図書
1,167,489
[427,990]
1,149,356冊
[420,728]
1,126,810冊
[413,118]
1,100,684冊
[410,556]
学術雑誌
13,370
[4,489]
13,267冊
[4,474]
13,246冊
[4,465]
12,230冊
[4,111]
電子ジャーナル
16,023
[15,409]
15,656
[15,145]
15,456
[14,965]
2,896
[2,896]
視聴覚資料
32,978
32,383
31,422
31,493
・電子ジャーナルの種類
を増やした。(24)
・視聴覚資料は予定より
購入が少なかった。(24)
・機械器具、標本は、誤
記入のため訂正(25)
・図書、学術雑誌、視聴
覚資料、電子ジャーナル
が増加した。(27)

(５) 〔うち外国書〕 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

図
書
・
設
備

冊 種

　

新設学部等
の名称

図　　書 学術雑誌
視聴覚資料

〔うち外国書〕 点

平成27年4月に専任教
員1名増員(27)

人間科学部心理学科 　　　11　　　　10 室

大学全体
言語教育センター新築
により、当初予定して
いた教室数の変更によ
る増加及び図書館情報
処理学習施設の追加に
よる増加(24)

補助職員は体制強化の
ための増員（25）

104　室
32　室
30　室

29　室
28　室

9　室
7　室

12　室
11　室

　　　　6
（補助職員　5人）

　　　　2
（補助職員　1人）

3号館取壊し予定（面
積4,583.96㎡）
（面積4,432.22㎡）
＊取壊し時期について
は未定
平成24年8月以降予
定。面積については、
一部を残して取り壊す
ため変更が生じた。
(24)

渡り廊下解体に伴う面
積減少(25)

学術研究所一部解体及
び本館新築などによる
面積の増減(26)

68,866.55  ㎡
68,218.80　㎡
68,446.36　㎡
68,294.62　㎡

0　㎡ 0　㎡

68,866.55  ㎡
68,218.80　㎡
68,446.36　㎡
68,294.62　㎡

そ　の　他
18,999.51　㎡
13,894.28　㎡

0　㎡ 0　㎡
18,999.51　㎡
13,894.28　㎡

合　　　計
241,524.27　㎡
238,973.44　㎡

0　㎡ 0　㎡
241,524.27　㎡
238,973.44　㎡

運動場用地の一部は、
校舎敷地とは別地（ス
クールバスで25分、
12km）

校地等の用途変更に伴
う面積変更(25)

運動場用地が2,550.83
㎡増加した。（27）

（　72,878.58　㎡） （　　　　　0　㎡） （　　　　　0　㎡） （　72,878.58　㎡）

(２) 校　　　　　舎

専　　　用

142,550.27　㎡
139,999.44　㎡
151,919.44　㎡

0　㎡ 0　㎡
142,550.27　㎡
139,999.44　㎡
151,919.44　㎡

小　　　計
222,524.76　㎡
219,973.93　㎡
225,079.16　㎡

0　㎡
222,524.76　㎡
219,973.93　㎡
225,079.16　㎡

計

共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

0　㎡

校
　
　
地
　
　
等

校 舎 敷 地
79,974.49　㎡
73,159.72　㎡

0　㎡ 0　㎡
79,974.49　㎡
73,159.72　㎡

運動場用地

(４) 専任教員研究室

新設学部等の名称 室　　　　　　数

３　施設・設備の整備状況，経費

区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

(１) 区　　 分 専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用



備考区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

・平成26年度学費改定の
ため、学生1人当り納付
金を増額した。（26）※
昨年度修正が漏れていた
ため記載。
・平成27年度学費改定の
ため、学生1人当り納付
金を増額した。（27）

　　　　理由及び報告年度「（27）」を「備考」に赤字で記入してください。

　　　　　なお，昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少，建築計画の遅延）がある場合には，「建築等設置計画変更書」

　　　　を併せて提出してください。

1,160千円
1,150千円
1,120千円

960千円
870千円
850千円

（注）・　設置時の計画を，申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれている場合，　　　　

　　　　複数の様式に分ける必要はありません。なお，「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を，その他の

　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は，その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

　　　・　「(５)図書・設備」については，上段に完成年度の予定数値を，下段には平成２７年５月１日現在の数値を記入してください。

880千円
870千円
850千円

880千円
870千円
850千円

―　千円 ―　千円

・平成25年度から、２つ
の共同研究制度（特別研
究制度、共同研究育成制
度）を統合した新たな共
同研究制度（研究イン
キュベートプログラム）
を実施するため 。
（24）
・データベースの種類を
増やしたため、図書購入
費が増加した。（24)
・データベースの種類を
増やしたため、完成年度
の図書購入費が増加し
た。（25)
・データベースの価格変
更により、完成年度の図
書購入費が増加した。
(26)
・設置届出申請書類の作
成において「教員1人当
り研究費等」及び「図書
購入費」については、２
つの部署が分担して計上
したものを所管部署がと
りまとめるという工程を
経ていたが、部署間の認
識の相違により、「個人
研究図書費」（370千
円）が「教員1人当り研
究費等」と「図書購入
費」に二重計上されてい
ることが判明したため、
開設年度に遡って「教員
1人当り研究費等」から
「個人研究図書費」
（370千円）を減額し
た。また、平成26年度個
人研究費規則の改正によ
り、今年度の「教員1人
当り個人研究費」が、18
千円増加した。(27)

(８) 教員１人当り研究費等
594千円
964千円

0千円

学生１人当
り

納付金

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては，変更部分を赤字で見え消し修正するとともに，その

経費
の見
積り

区　　　　分 開設年度 完成年度

共 同 研 究 費 等 15,000千円 15,000千円 設備購入費 0千円 0千円

区　　分 開設前年度 開設年度 完成年度

612千円
594千円
964千円

図書購入費 937千円

アーチェリー場１面

野球場１面 ソフトボール場兼多目的運動場１面

(７) 体　　育　　館

面　　　　　積 体育館以外のスポーツ施設の概要

4,815千円
4,412千円

8,840千円
8,384千円
8,303千円
7,887千円

大学全体

敷地用途変更に伴うテ
ニスコートの解体(25)

7,676.19　　㎡
テニスコート　９面
テニスコート１１面

サッカー場１面

アメリカンフットボール場１面 ラグビー場１面

陸上競技場１面

弓道場１面

(６) 図　　書　　館
面　　　　　積 閲 覧 座 席 数 収 納 可 能 冊 数

10,643.41　㎡ 808 1,200,000

　入学検定料、私立大学等経常費補助金、寄附金、資産運用収入、雑収入等学生納付金以外の維持方法の概要

経費の見
積り及び
維持方法
の概要



大 学 の 名 称 備　　考

既設学部等の名称
修業
年限

入　学
定　員

編入学
定　員

収　容
定　員

学位又
は称号

平均入
学定員
超過率

開　設
年　度

所　在　地

年 人 年次 人 倍

人

神学部 神学科 4 10 ― 40 学士(神学) 0.95 昭和41年度 福岡県福岡市

文学部 英文学科 4 100 ― 400 学士(英文学) 1.15 昭和29年度 早良区西新

　　　 外国語学科 4 150 ― 600
学士(英語学)、
学士(フランス語)

1.15 昭和40年度 六丁目2番92号

商学部 商学科 4 150 ― 600 学士(商学) 1.16 昭和29年度

　　　 経営学科 4 150 ― 600 学士(経営学) 1.12 昭和41年度

経済学部 経済学科 4 200 ― 800 学士(経済学) 1.17 昭和39年度

　　　 　国際経済学科 4 100 ― 400 学士(経済学) 1.13 平成17年度

法学部 法律学科 4 270 ― 1,080 学士(法学) 1.16 昭和42年度

　　 　国際関係法学科 4 80 ― 320 学士(法学) 1.16 平成4年度

人間科学部 児童教育学科 4 100 ― 400 学士(教育学) 1.14 平成17年度

　　　 　　社会福祉学科 4 110 3年次
10

460 学士(社会福祉) 1.22 平成17年度 社会福祉学科 平成24年度入学定員
変更に伴う収容定員の変更(24)
・入学定員150人→110人
・3年次転編入学定員30人→10人
・収容定員500人→460人（27）

　　　 　　心理学科 4 100 ― 400 学士(心理学) 1.14 平成24年度

国際文化学部 国際文化学科 4 150 ― 600 学士(国際文化) 1.17 平成18年度

大　学　院

法学研究科　法律学専攻 福岡県福岡市

博士前期課程 2 10 ― 20 修士（法学） 0.20 昭和46年度 早良区西新

博士後期課程 3 3 ― 9 博士（法学） 0.11 昭和49年度 六丁目2番92号

経営学研究科経営学専攻

博士前期課程 2 10 ― 20 修士（経営学） 1.20 昭和47年度

博士後期課程 3 3 ― 9 博士（経営学） 0.66 昭和49年度

文学研究科英文学専攻

博士前期課程 2 10 ― 20 修士（文学） 0.45 昭和51年度

博士後期課程 3 3 ― 9 博士（文学） 0.44 昭和55年度

文学研究科フランス文学専攻

博士前期課程 2 5 ― 10 修士（文学） 0.20 昭和51年度

博士後期課程 3 3 ― 9 博士（文学） 0.33 昭和55年度

経済学研究科経済学専攻

博士前期課程 2 7 ― 14 修士（経済学） 0.21 昭和56年度

博士後期課程 3 3 ― 9 博士（経済学） 0.33 平成21年度

神学研究科神学専攻

博士前期課程 2 7 ― 14 修士（神学） 0.49 平成17年度

博士後期課程 3 2 ― 6 博士（神学） 0.16 平成19年度

人間科学研究科人間科学専攻

博士前期課程 2 10 ― 20 修士（人間科学） 0.50 平成17年度

博士後期課程 3 3 ― 9 博士（人間科） 0.22 平成19年度

国際文化研究科国際文化専攻

博士前期課程 2 10 ― 20 修士（国際文化） 0.55 平成18年度

博士後期課程 3 3 ― 9 博士（国際文化） 0.55 平成18年度

法務研究科法曹養成専攻

専門職学位課程 3 20 ― 90 法務博士（専門職） 0.47 平成16年度

法務研究科法曹養成専攻 平成27年
度入学定員変更に伴う収容定員の変
更(27)
・入学定員35人→20人（27）
・収容定員105人→90人（27）

　　　　大学院（専攻）及び短期大学（学科）（ＡＣ対象学部等含む）について，それぞれの学校種ごとに，

４　既設大学等の状況

　西　　南　　学　　院　　大　　学

（注）・　本調査の対象となっている大学等の設置者（学校法人等）が設置している全ての大学（学部，学科），

　　　　「備考」に「平成○○年より学生募集停止」と記入してください。

　　　　平成２７年５月１日現在の上記項目の情報を記入してください。

　　　・　学部の学科または研究科の専攻等，「入学定員を定めている組織」ごとに記入してください。

　　　　　※「入学定員を定めている組織ごと」には，課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

　　　　　※なお，課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は，法令上規定されている組織上

　　　　　　の最小単位（大学であれば「学科」，短期大学であれば「専攻課程」）でも記載してください。

　　　・　専攻科に係るものについては，記入する必要はありません。

　　　・　ＡＣ対象学部等についても必ず記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には，標準修業年限に相当する期間における入学定員に対する入学者の割合の

　　　　平均の小数点以下第２位まで（小数点以下第３位を切り捨て）を記入してください。

　　　・　学生募集を停止している学部等がある場合，入学定員・収容定員・平均入学定員超過率は「－」とし，



５　教員組織の状況

＜人間科学部　心理学科＞

定年規定の定
める定年年齢

定年を延長
している教
員数

定年規定の定
める定年年齢

定年を延長
している教
員数

歳 名 歳 名

（注）・「設置時の計画」には，設置時に予定されていた完成年度時の人数を記入するとともに，（　）内に開設時の状況を記入し，

　　　　「変更状況」には，平成２７年５月１日現在（就任予定の者を含む）の状況を記入するとともに，［　］内に設置時の計画

　　　　との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

　　　・「年齢構成」には，当該学部における教員の定年に関する規定に基づく定年年齢（特例等による定年年齢ではありません），

　　　　および，平成２７年５月１日現在，定年に関する規定に基づく特例等により定年を超えて専任教員として採用されている

　　　　教員数を記入してください。

　　　・なお,職位等によって定年年齢が異なる場合には,職位ごとの定年年齢を「定年規定の定める定年年齢」に二段書きで記入

　　　　し、「定年を延長している教員数」には合算した数を記入してください。

　　　・「年齢構成（前年度の状況）」については，報告書提出の前年度の状況を記載してください。今年度初めて報告書を提出する

　　　　場合は記入不要ですので，「－」を記入してください。

（４） 専任教員交代に係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

該当なし

年齢構成（前年度の状況）

（２） 専任教員数

設　置　時　の　計　画 変　　更　　状　　況 年齢構成

准教授 講　師 助　教 計

5 2 3 0 10 6

教　授 准教授 講　師 助　教 計 教　授

0

（　4　） （　0　） （　1　） （　0　） （　5　） ［　1　］ ［　1　］ ［　△1　］

3 2 0 11 70 0

辞任（就任辞退を含む）等の理由

70

［　0　］ ［　1　］

（３） 専任教員辞任等の理由

（１）  担当教員表　（省略）

― 該当なし

（注）・　専任教員の辞任等の理由について，可能な限り具体的に記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合，赤字にて記入するとともに，「辞任（就任辞退

　　　　　を含む）等の理由」に辞任理由等および（）書きで報告年度を記入してください。

（注）・　上記（３）の専任教員辞任等による学生の履修等への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周知方法」を記入してください。

番　号 職　位 専任教員氏名



区　　　分 履　行　状　況
未履行事項について

の実施計画

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（平成25年2月）

　　　　報告年度を（　　）書きで付記してください。

６　留意事項等に対する履行状況等

留　意　事　項

人間科学部心理学科の入学定
員超過の是正に努めること。

入学定員超過の是正に努めた
結果、平成25年度は入学定員
100名に対し入学者は87名と
なった。その結果、平成25年
度の平均定員超過率は、1.12
倍となり、是正された。

（注）・　「設置時」には，当該大学等の設置時に付された留意事項（学校法人の寄附行為又は寄附行為変更

　　　　の認可の申請に係る留意事項を除く。） と，それに対する履行状況等について，具体的に記入し，

留意事項

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には，当該設置計画履行状況調査の結果，付された留意事項に対する

　　　　履行状況等について，具体的に記入するとともに，その履行状況等を裏付ける資料があれば，添付

　　　　してください。

　　　・　定員管理に係る留意事項への履行状況は，指摘を受けた学科等についてのみ記入してください。

　　　・　該当がない場合には，「該当なし」と記入してください。



設　置　時　の　計　画 変更内容・状況，今後の見通しなど

  【関係規程等】

 　[部長会議内各種委員会に関する内規]＊該当箇所抜粋

     時の委員会を置くことができる。

     1．常設の委員会

     (ｲ) 目的

　　　　　a. ＦＤの実施に係る企画・立案を行う。

     (ﾛ) 役割

     (ﾊ) 構成

　　　　　a.副学長（教育・研究担当）

　　　　　b.教務部長

　　　　　c.学部長

　　　　　d.教務部事務部長

　　　　　e.教務課長

　　　　　f.教育・研究推進課長

     (ﾆ) 委員長は、副学長（教育・研究担当）とする。

　　 (ﾎ) 副委員長は、教務部長とする。

     (ﾄ) 担当部署は、教育・研究推進課及び教務課とする。

該当なし

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で，設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

　　　・　設置時の「設置の趣旨等を記載した書類」の項目に沿って作成し，それ以外の事柄については

７　その他全般的事項

＜人間科学部　心理学科＞

（１） 設置計画変更事項等

　臨時の委員会は、学長または部長会議が必要と認めた場合設けるものとし、特定の施設に関する委員会及びその他の

　　 事項に関する委員会をいう。各委員会の目的、構成、委員長、任期、担当部署等については、次のとおりとする。

      　全学FD・学士課程教育推進委員会

　       授業内容・方法を改善し向上させるための組織的な取組（ファカルティ・ディベロップメント）（以下「ＦＤ」
　　　　　という。）を推進するとともに、学士課程教育を充実させるための全学的な取組を推進することを目的とする。

　　　　適宜項目を設けてください。（記入例参照）

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ活動含む）

① 実施体制

　　　　　b. 学士課程教育の充実に向けた取り組み実施のための方策を検討する。

　　　　　a.ＦＤの推進方策及び学士課程教育の充実方策を検討し、決定した方策を部長会議に上程する。

　　　　　b.各学部に置くFD委員会から報告された特色あるFD活動について、全学に紹介し推進する。

　　　　　ただし、議長は必要に応じて関係者の出席を求め、意見を聞くことができる。

     (ﾍ) 任期は、役職任期中とする。ただし、部長会議が構成員交替の必要を認めたときは、この限りでない。

　　　附　則
　　　　この内規は、2013(平成25)年10月1日から施行する。

 ａ 委員会の設置状況

  (1) 全学FD・学士課程教育推進委員会（全学的組織）

    ※FDと学士課程教育の更なる充実を図るため、委員長を教務部長から副学長（教育・研究担当）へ変更し、担当部署に
      教育・研究推進課を追加した。（平成25年7月2日部長会議承認）

　部長会議は、大学規程第50条第1項に定める部長会議の処理事項の円滑な処理をはかるため、次のような常設または臨

     常設の委員会は、広報委員会、総合計画委員会及び全学FD・学士課程教育推進委員会とする。

  (2) 人間科学部FD委員会（学部ごとの組織）
　      人間科学部心理学科に係る審議は、心理学科協議会で審議を行っている。

     （教員組織の段階的整備により、完成年度は設置基準を充足する。）



  【関係規程等】

 　[各学部に置くFD委員会に関する申し合わせ]

　　　介する。

　【平成26年度の主な審議事項】

　　・国際社会で活躍できる人材育成プログラムについて

    人数を把握している。

　　3.各学部に置くFD委員会は、年間のFD活動を全学FD・学士課程教育推進委員会委員長に報告しなければならない。

　　4.各学部が行うFD活動の中でも、特色あるFD活動については、全学FD・学士課程教育推進委員会を通して全学に紹

 ｂ 委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

  (1) 全学FD・学士課程教育推進委員会（全学的組織）

　  副学長（教育・研究担当）が委員長、教務部長が副委員長である当該委員会を、平成26年度は4月15日、6月3日、

　　1.各学部に、学部における授業内容・方法を改善し向上させるための組織的な取組（ファカルティ・ディベロップ

　　　メント）（以下「FD]という。）を推進し、学士課程教育の充実を図ることを目的とするFD委員会を置く。

　　2.各学部に置くFD委員会の構成については、各学部・学科・専攻において決定する。

 ｃ 委員会の審議事項等

  (1) 全学FD・学士課程教育推進委員会（全学的組織）

 　全学FD・学士課程教育推進委員会は、以下の事項について審議・検討する。

　　・FDの実施に係る企画・立案

　　・学士課程教育の充実に向けた取り組み実施のための方策の検討

　　・学生による授業評価アンケートの実施について

　　6月24日、9月9日、11月11日に合計5回開催した。平成27年度についても年度内に4～5回程度開催する予定である。

　

  (2) 人間科学部FD委員会（学部ごとの組織）*心理学科協議会

　 人間科学部FD委員会は、毎年度4～5回開催されている。心理学科協議会は平成26年度4月9日、5月7日、5月21日、

　 6月4日、6月25日、7月16日、9月10日、10月1日、11月19日、12月10日、1月21日、2月19日、3月18日の合計13回

　 開催し、構成員はほぼ全員参加した。

　【平成26年度の審議事項】＊心理学科協議会にて審議

　  ・TAの導入について

　　・招待講演の実施

② 実施状況

  (1) 全学FD・学士課程教育推進委員会（全学的組織）

   ａ 実施内容

　　・キャリア教育について

　　・特色ある学部教育実施経費の活用について

  (2) 人間科学部FD委員会（学部ごとの組織）

　 人間科学部FD委員会は、以下の事項について審議・検討する。

　  ・学部におけるFDに係る企画・立案及び実施

  　・学部における学士課程教育の充実を図ることを目的とした方策の検討及び実施

　・学生による授業評価アンケート（全学での取り組み）

　　全教員（非常勤講師含む）の全授業科目を対象として、毎年度、通年科目及び前期完結科目については7月、後期完結

　　科目については12月に実施している。人間科学部心理学科においても平成24年度から実施している。

　・授業公開・参観（全学での取り組み）

　　授業公開については、各教員の任意（アンケートによる事前意思確認を実施）での公開とし、年度を通じて該当教員

の希望日等を考慮し、実施している。授業参観については、教員及び学生の任意参加とし、出席カード等により参加

　・委員会開催

　・学生による授業評価アンケート（全学での取り組み）

　・授業公開・参観（全学での取り組み）

　・学生による授業評価結果の活用検討

   ｂ 実施方法

　・授業評価アンケートの改善検討

　　全学FD･学士課程教育推進委員会下に設けた「授業評価検討委員会」（教務部長を委員長とし、各学部のＦＤ委員

　　（教員）・選出された学生代表で構成）にて授業評価アンケートの改善検討を行っている。



　　同様の取り組みを実施している。

　　も、同様の取り組みを実施している。

　　平成27年度は、年度内に4～5回開催を予定している。

   ｄ 実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

　・学生による授業評価アンケート（全学での取り組み）

　　授業評価結果を各教員へフィードバックし、授業改善に取り組んでいる。さらに、授業評価結果に対する授業担当

者のコメントを学生に対して公開してフィードバックできる仕組みを整えている。人間科学部心理学科においても、

　・授業公開・参観（全学での取り組み）

   ｃ 開催状況（教員の参加状況を含む）

　・委員会開催

　　平成26年度は、4月15日、6月3日、6月24日、9月9日、11月11日に合計5回開催した。（構成員はほぼ全員出席）

　・基礎演習の精査（人間科学部心理学科での取り組み）

　・授業支援についての共有（人間科学部心理学科での取り組み）

　・卒業研究における調査・実験対象者の確保に向けたシステムの導入（人間科学部心理学科での取り組み）

　・ゲストスピーカーを加えた授業の実施（人間科学部心理学科での取り組み）

　・招待講演の実施（人間科学部心理学科での取り組み）

　・カリキュラムについての検討（人間科学部心理学科での取り組み）

　　参観者の意見等を各教員へフィードバックし、授業改善に取り組むよう促している。人間科学部心理学科において

  (2) 人間科学部FD委員会（学部ごとの組織）*心理学科協議会にて実施
　
　　

   ａ 実施内容

　・心理学科協議会の開催

　・教員による相互の授業参観（人間科学部心理学科での取り組み）

　・学生の授業を受けての感想の収集（人間科学部心理学科での取り組み）

　　授業を受けての感想や質問を授業2～3回ごとに収集し、それらに対するコメントを、次の回の授業で学生に対して行う。

　・基礎演習の精査（人間科学部心理学科での取り組み）

　　担当教員は、基礎演習の授業ごとに問題点、工夫点について記録し、心理学科主任に提出する。学期末には、これら　

　　の記録を参考として、基礎演習の方針、運営方法についての改善を行う。

　・授業時間外での支援の実施（人間科学部心理学科での取り組み）

　　学生の理解度を向上させるために、TAによる授業時間外での質問の受入れ等を行う。

   ｂ 実施方法

　・教員による相互の授業参観（人間科学部心理学科での取り組み）

　　人間科学部心理学科所属の教員相互による授業参観を行う。参観した教員は、感想・コメントを授業担当者に提出す

　　る。授業担当者は、コメント等に基づいて工夫した点を学期末に心理学科協議会に報告する。

　・学生の授業を受けての感想や質問の収集（人間科学部心理学科での取り組み）

　　学習効果の向上のため、科目担当教員がゲストスピーカーとして招聘した科目内容の専門家や実務家が、1回分の講義

　　時間中に講演を行い、授業担当者とともに質疑応答・討論を行う。

　・招待講演の実施（人間科学部心理学科での取り組み）

　　心理学の領域で先進的な研究を行っている著名な研究者を外部から招聘し、専門領域に関する講演を行ってもらう。

　・カリキュラムについての検討（人間科学部心理学科での取り組み）

　　公益社団法人日本心理学会が認定する認定心理士資格申請の基準の変更や心理関係の新たな資格制度の設立など外部

　・授業支援についての共有（人間科学部心理学科での取り組み）

　　OCRを利用した小テストの取り組みやMoodleを活用した授業支援の取り組みなどの情報を教員間で共有する。

　・卒業研究における調査・実験対象者の確保に向けたシステムの導入（人間科学部心理学科での取り組み）

　　卒業研究における調査・実験対象者の確保のためのウェブを使ったシステムを導入し、授業における実験やゼミでの

　　活動に活用する。

　・ゲストスピーカーを加えた授業の実施（人間科学部心理学科での取り組み）

　・教員による相互の授業参観（人間科学部心理学科での取り組み）

　　平成26年度は、学科すべての教員が他の9名の教員中4名が担当している1科目の授業を参観するように決定した。

　　全ての教員が4回の授業参観をし、4回の授業参観を受けた。実施率は100%であった。

　・学生の授業を受けての感想や質問の収集（人間科学部心理学科での取り組み）

　　全教員がほぼ毎回ごとに授業の終了時に、授業内容等の感想や質問を学生に記述させ、次回の授業の改善につなげたり、

　　環境の変化に合わせて、学科のカリキュラムを検討する。

   ｃ 開催状況（教員の参加状況を含む）

　・心理学科協議会の開催

　  心理学科協議会は平成26年度4月9日、5月7日、5月21日、6月4日、6月25日、7月16日、9月10日、10月1日、

　　11月19日、12月10日、1月21日、2月19日、3月18日の合計13回開催し構成員はほぼ全員参加した。



　　について提供した。

　　変更や、新たな科目の追加などについて検討した。

　　見直しを行った。

　　度開催している。

　・関西大学 教育推進部 岩﨑先生を招き、基調講演を実施。また、本学の取組についても事例発表を行った。

　・小樽商科大学　総務・財務担当副学長、九電ビジネスフロント 代表取締役社長を招き、基調講演を実施。

　・参加対象：本学教職員及び近隣大学の教職員

　・参加人数：第18回： 77 名（教員： 48 名 職員： 25 名 学外者：4名）

　　　　　　　第19回： 79 名（教員： 34 名 職員： 43 名 学生：2名）

　　全教員（非常勤講師含む）の全授業科目を対象として、毎年度、通年科目及び前期完結科目については7月、後期完結

    専攻科目、関連科目については、当該科目を受講する学生に対して結果に対するコメントを付して学内者向けポータ

    ルサイトにて公開することを原則としているが、公開の可否判断は各教員に委ねている。

　　アンケート実施報告をWEB上で公開している。

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には，関係規程等を転載又は添付すること。

　　次回の授業の冒頭に質問に回答した。このようにして学生の疑問の解消に努めた。

　　心理学科の教員が「アクティブラーニングを組み入れた授業」の事例報告を学部教員向けに行った。

　・卒業研究における調査・実験対象者の確保に向けたシステムの導入（人間科学部心理学科での取り組み）

　　上記実施方法のとおり実施した。

　・ゲストスピーカーを加えた授業の実施（人間科学部心理学科での取り組み）

　　平成26年度は、11の科目でゲストスピーカーを交えて授業が行われ、講義内容が社会の中でどのように意味を持つのか

　・基礎演習の精査（人間科学部心理学科での取り組み）

　　改善点を基に次年度の講義スケジュールの修正を行った。

　・授業時間外での支援の実施（人間科学部心理学科での取り組み）

　　上記実施方法に加え、7月10日に外部講師を招き、ハラスメント防止に関する講演会「職場と人権　～職場で人権に取り

　　組むことの意味とは～」を行った。

　・授業支援についての共有（人間科学部での取り組み）

　・教員による相互の授業参観（人間科学部心理学科での取り組み）

　　平成26年度は積極的に行った。

　・学生の授業を受けての感想や質問の収集（人間科学部心理学科での取り組み）

　　学生の理解度を上げるために、TAによる授業時間外での質問の受け入れ等の実施を行った。

　・基礎演習の精査（人間科学部心理学科での取り組み）

　・前年度に加えて、SNSの利用上の注意を追加し、キャリア教育、アサーショントレーニングの内容、講義スケジュールの

　・招待講演の実施（人間科学部心理学科での取り組み）

　　平成26年度は、社会心理学、認知心理学、臨床心理学の領域の研究者に各1回、合計3回の講演を行ってもらった。

　・カリキュラムについての検討（人間科学部心理学科での取り組み）

　　教育の流れのスムーズさを考慮して、2科目の開講時期・年度の変更を行った他、資格認定に関わる科目の内容、単位の

   ｄ 実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

 　・第19回大学改革フォーラム（平成26年10月22日）

　　　　　テーマ：「キャリア教育について～職業教育との違い～」

   ｂ 実施方法

   ｃ 開催状況（教員の参加状況を含む）

   ｄ 実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

　・学修支援の事例紹介、キャリア教育についての事例紹介により、本学教職員の学生への支援に活かされている。

　　卒業研究における調査・実験対象者の確保に向けたシステムの導入（人間科学部心理学科での取り組み）

　　学生が、システムを利用して積極的に調査や実験に参加することを促すための指導を行った。

　※上記委員会での取り組みに加え、教育・研究推進機構（副学長を中心とした学内組織）主催のフォーラムを毎年

   ａ 実施内容

　 ・第18回大学改革フォーラム（平成26年7月9日）

　　　　　テーマ：「学修支援の制度整備　～初年次教育のあり方について～」

　　　　「②実施状況」には，実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

③ 学生に対する授業評価アンケートの実施状況　　

   ａ 実施の有無及び実施時期

　　科目については12月に実施している。

   ｂ 教員や学生への公開状況，方法等

　  アンケート実施にあたり、匿名性の厳守の観点から、学生の氏名等は無記名としている。



　　(ⅱ)認証評価の対象となる報告書については、平成30年4月に公表予定。

（３） 自己点検・評価等に関する事項

① 設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

　ｂ.公表方法

　　(ⅰ)(ⅱ)ともに大学ホームページ上で公表予定。

③ 認証評価を受ける計画

　　・平成29年度に評価機関（大学基準協会）の機関別認証評価を受審予定。

　心理学科は、グローバルな視点を持ち、分析・調査能力に優れ、さらに「解析・運営能力」に優れた人材や「支援・育成能
力」に優れた人材を育成することを目的としている。「解析・運営能力」は様々な事態において人の心を科学的に調査及び分
析できる専門的な知識や技術を有し、人間関係調整能力や応用力を備えた社会に貢献しうる能力である。また「支援・育成能
力」は臨床心理学の専門的な知識・技能を教授することにより、カウンセリング能力を有し、人間関係に関する研究を通し
て、広く対人関係調整能力を持つ能力である。
　このような人材を養成するため、心理学科の専攻科目は基礎専攻科目と応用専攻科目から構成されており、基礎専攻科目は
「演習・卒業論文に関する科目」「研究法に関する科目」「実験・演習に関する科目」「基礎専門に関する科目」の4つの科目
群から構成され、応用専攻科目は「認知領域」「教育・発達領域」「社会・産業領域」「臨床領域」「文化・環境領域」の5つ
の科目群から構成されている。基礎専攻科目の主たる目的は、心理学の多様な分野の基礎知識を学ぶとともに、心理学の実践
的知識や技能、研究法などを学ぶことにある。また、学びの体系性の観点から、これらの科目群は年次が進行するとともに基
礎的内容から応用的内容、発展的内容へと学習展開できるよう配置している。一方、応用専攻科目の主たる目的は、心理学科
の特徴である心理学の広範な領域について学ぶことにある。また、基礎専門に関する科目群で学んだ内容を基礎として、それ
らよりも高度で専門的な内容を学ぶことができるように配置しており、学習内容の順序性と体系性を確保している。これらの
科目群の中には「環境心理学」「日本人の心理」「コミュニティ心理学」のように、人間の心と行動を社会的・文化的独自性
及び普遍性から考える領域も含まれ、グローバルな視点を重視する心理学科の特徴の一つを具現化している。現在、これらす
べての専攻科目を適正な規模・内容で開講することができており、心理学科の設置の趣旨・目的に即した教育活動を実践して
いる。
　平成27年度の入学試験は入学定員100名に対し、志願者1,173名、合格者412名、入学者108名であった。平成26年度は志願者
1,145名、合格者421名、入学者125名、平成25年度は志願者1,437名、合格者371名、入学者87名、平成24年度は志願者1,033
名、合格者328名、入学者137名と、本学の教育の理念・目的を理解し、心理学科の教育を受けるに相応な基礎学力と適性能力
を有する学生を確保できている。
　今後については、学生からの意見収集を行った結果、一定数の学生が大学院進学を視野に入れた学修をおこなっていること
が明らかになったことから、現在、臨床心理士の資格取得や研究者を目指す学生を受け入れるため、大学院人間科学研究科に
臨床心理学専攻の設置届出の準備を進めている。

② 自己点検・評価報告書

　ａ.公表（予定）時期

　　(ⅰ)平成26年度の自己点検・評価結果の内容については、平成27年12月に公表予定。(毎年実施)

（４） 情報公表に関する事項

　・設置計画履行状況報告書

  　ａ.ホームページに公表の有無　　　　　　　　　（　　　有　　　・　　　無　　　）

　  ｂ.公表時期（未公表の場合は予定時期）　　　　（　平成27年度分は、平成27年7月1日に公表予定　）

（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また，「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については，できるだけ具体的な根拠を

　　　　含めて記入してください。

　　　　　なお，「②　自己点検・評価報告書」については，当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

　　　　いて記入してください。


